
栃
木
県

従
来
の
農
地
集
積
に
関
す
る
事
業
と
比
較
し
た

農
地
中
間
管
理
事
業
の
優
位
性

4

公
的
機
関
に
よ
る
農
地
の
借
受
・
貸
付

人
・
農
地
プ
ラ
ン
が
基
本
の
事
業
ス
キ
ー
ム

充
実
し
た
支
援
制
度

出
し
手
（
公
的
機
関
が
賃
借
料
支
払
）
と
担
い
手
（
賃
借
料
支
払
の
一
元
化
）
の
安
心
感

公
的
機
関
と
の
長
期
契
約
に
よ
り
、
担
い
手
の
長
期
的
な
営
農
計
画
が
可
能

地
域
の
農
業
者
等
に
よ
る
協
議
（
機
構
法
第

26
条
）
を
通
じ
て
、
農
業
農
村

整
備
事
業
等
の
関
係
事
業
と
一
体
的
に
、
農
地
集
積
・
集
約
化
を
地
域
単
位
で

進
め
る
こ
と
を
前
提
と
し
た
事
業
ス
キ
ー
ム

機
構
集
積
協
力
金
（
農
地
の
出
し
手
・
地
域
へ
の
支
援
）
、
農
業
農
村
整
備

事
業
の
負
担
軽
減
等
対
策

等
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栃
木
県

農
地
集
積
・
集
約
化
の
実
績
と
課
題


農
地
集
積
面
積
の
増
加
：
年
間
目
標

5,
00

0h
a（
県
基
本
方
針
）


農
地
集
積
・
集
約
化
の
実
績
と
課
題

5

H
25

(2
01

3)
H

26
(2

01
4)

H
27

(2
01

5)
H

28
(2

01
6)

H
29

(2
01

7)

耕
地

面
積

①
12

5,
50

0
12

5,
05

0
12

4,
51

0
12

4,
20

0
12

3,
90

0

集
積

面
積

②
50

,6
98

54
,0

97
58

,9
67

61
,1

12
62

,8
57

集
積

面
積

の
増

加
-

3,
39

9
4,

86
9

2,
14

5
1,

74
4

う
ち
機

構
事

業
-

22
3

72
5

64
1

66
3

40
%

43
%

47
%

49
%

51
%

(単
位

:h
a)

集
積

率
　
（②

／
①

）

区
　
　
分

⇒
機
構
を
活
用
し
た
農
地
集
積
・
集
約
化
が
伸
び
悩
み
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栃
木
県

地
域

の
合

意
形
成

（人
・農

地
プ
ラ
ン
）

機
構

と
の

協
議

（
農

地
等

調
査

）
集

積
計

画
作

成

（公
告

）

配
分

計
画

作
成

（知
事

へ
申

請
）

配
分

計
画

（縦
覧

）

配
分

計
画

認
可

（公
告

）

貸
付

相
手

の
決

定
農 地 の 貸 付 希 望 者

農 地 の 利 用 権 設 定
中

間
管

理
権

設
定

担 い 手

市
町

村
農

地
中

間
管

理
機

構
県

市
町

村

集
積

計
画

作
成

（
公

告
）

市
町

村
等

市
町

村

農
地

中
間

管
理

事
業

利
用

権
設
定
等
促

進
事

業

【約
２
ヶ
月

間
】

市
町

等
へ

業
務

委
託

利
用

状
況

報
告

（全
て
の

担
い
手

）

利
用

状
況

報
告

（一
般

法
人

等
に
限

定
）

農 地 の 利 用 権 設 定

担 い 手

機
構

に
よ
る
農

地
借

受
と

貸
付

相
手

を
併

せ
て
協

議

【約
２
ヶ
月

間
】

【 約
２
ヶ
月

間
】

要
因

は
様
々
あ
る
が
、

「
機
構
の
手
続
は
煩
雑
で
時
間
が
掛
か
る
」
と
言
わ
れ
て
い
る

6

従
来
の
利
用
権
の
設
定
と
比
較

す
る
と

期
間
２
倍
！

手
続
き
が
煩
雑
！

→
農
業
者
は
利
用
を
敬
遠

行
政
コ
ス
ト
は
増
加
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栃
木
県

現
行
制
度
に
対
す
る
栃
木
県
の
提
案

事
務
の
簡
素
化
で
期
間
短
縮
！


提
案
１

「
縦
覧
」
を
廃
止
。


提
案
２

配
分
計
画
の
「
県
公
告
」
を
廃
止
し
、
機
構
の
貸
付
を
市
町
村
公
告
で
可
と
す
る
。

・
制
度
創
設
当
初
か
ら
現
在
ま
で
、
縦
覧
件
数
は
０
件

・
農
用
地
利
用
配
分
計
画
（
案
）
に
お
け
る
貸
付
先
（
担
い
手
）
は
、
地
域
の
農
業

者
等
に
よ
る
協
議
（
機
構
法
第

26
条
）
等
に
よ
り
調
整
さ
れ
、
農
業
委
員
会
の
意

見
聴
取
等
を
踏
ま
え
市
町
が
適
切
に
選
定
（
機
構
法
第

19
条
）
。

7

・
利
用
権
設
定
等
促
進
事
業
で
は
、
市
町
村
が
作
成
す
る
農
地
利
用
集
積
計
画
が
、

農
業
委
員
会
の
決
定
を
経
て
、
市
町
村
公
告
さ
れ
る
こ
と
で
担
い
手
へ
の
利
用
権

の
設
定
等
が
さ
れ
て
い
る
。
（
基
盤
法
第

18
～

20
条
）

機
構

・
市

町
村

間
で

事
務

が
完

結
⇒

 事
務

の
簡

素
化

と
期

間
短

縮
の

実
現

地
方
（
農
業
者
）
の
声
を
反
映
し
、
使
い
や
す
い
制
度
へ

→
地
域
農
業
の
活
性
化
、
活
力
向
上
に
寄
与
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農
地

中
間
管
理
機
構
が
行
う
単

純
な

業
務

委
託
に
係
る
知
事
承
認
の
廃

止

平
成
３
０
年
７
月

１
０
日

兵
庫

県
農

政
環

境
部

農
政

企
画
局
農
業
経
営
課

重点番号13：農地中間管理事業に係る制度の見直し（兵庫県）
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機
構
は

、

∗
農
用
地

利
用
配
分
計
画
の
決
定

（
法
律
第
２
２
条
第

１
項

）

∗
そ
の
他
省
令
で
定
め
る
農
地
中
間
管

理
事
業

に
係
る
業

務

（
法
律
施
行
規
則

第
１
７
条

）

に
つ
い
て
、
委

託
禁

止

∗
上
記
を
除
く
農

用
中
間
管
理
事
業
に
係
る
業

務
の
一

部

（
法
律
第
２
２
条
第

２
項

）

に
つ
い
て
、
知

事
承

認
が

必
要

制
度

の
概

要
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単
純
な
業
務
と
は

…
①
農
地
管
理

内
容

：
草
刈
り
、
田
植
え
・
稲
刈
り
、
突
発
的
な
水
路
の
補
修
等

委
託
先

：
近
隣
農
業
者
（
現
耕
作
者
、
地
域
の
中
心
経
営
体
）

②
普
及
啓
発

内
容

：
チ
ラ
シ
・
図
面
作
成
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開

催
等

委
託
先

：
企
画
提
案
審
査
会
で
選
考


内
容
及
び
委
託
先
か
ら
鑑
み
て
、
農
地
中
間
管
理
事
業
の
制
度
上
の

公
平
性
を
損
な
う
も
の
で
は
な
く
、
知
事
が
逐
一
確
認
す
る
必
要
性
が

乏
し
い

単
純

な
業

務
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委
託
業
務

に
か

か
る
承

認
手
続
き

申
請
に
係
る
必
要
書
類
の
準
備

申
請
書
作
成
・
機
構
内
部
決
裁

申
請

内
容

審
査

県
内

部
決

裁

承
認

過
去
の
実
績

参
考
：
単
純
業
務
の
委
託

平
成
２
８
年
度
・
・
・
１
件

（
普
及
啓
発
）

平
成
２
９
年
度
・
・
・
５
件

（
農
地
管
理
等
）

３
～
４
日

２
～
３
日

１
～
２
日

２
～
３
日

【
１
２
日
】

日
数

《
委
託
先
：
法
人
の
場
合
》
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借
り
受
け
農

地
・
・
・

転
貸

ま
で
の

農
地

管
理
（
草
刈

り
等
）を

業
務
委
託

（
知

事
承

認
に
約

２
週

間
程

度
）

Ｈ
２
９
実

績
：
１
，
１
７
３
筆

（９
４
．
７
㏊
）

農
地
管
理
の
業
務
委
託
に
係
る
支

障
事

例

機
構
関

連
農

地
整

備
事

業
の
推

進
等
に
よ
り
借

り
受

け
農

地
の
増
加
に
伴

い
、
農
地
管

理
（
草
刈

り
等

）も
増

加
が
見

込
ま
れ
る

現
状

農
地
の
陥

没
、
畦

の
崩

壊
等

復
旧

ま
で
に
時

間
を
要
し
、
被
害
の

給
水
施
設

等
の

破
損

拡
大

や
営

農
に
支

障
を
き
た
す

突
発

的
な
事
故

今
後

支
障
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機
構
が
行
う
農
地
中

間
管
理
事
業
の
う
ち
、
農
地
管
理
（
草
刈

り
等

）
や
普
及
啓
発
な
ど
の
単
純
な
業
務
の
委
託
に
つ
い
て
知

事
承
認
を
廃
止

提
案
内

容
及

び
実

現
に
よ
る
効
果

提
案
内
容


農
地
の
陥
没
等
の
突
発
的
な
事
故
に
対
し
、
迅
速
に
対
応
す

る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
周
辺
農
地
へ
の
被
害
を
最
小
限
に
抑

え
ら
れ
、
早
期
に
営
農
が
再
開
で
き
る


申
請
・
承
認
に
係
る
事
務
（
書
類
作
成
・
審
査
な
ど
）
が
減
少
す

る
た
め
、
行
政
の
効
率
化
が
図
ら
れ
る

効
果
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農
地
中

間
管
理

事
業
に

係
る
農

用
地
利

用
配

分
計

画
の

知
事
認

可
に
お

け
る
公

告
縦
覧

制
度
の

廃
止

に
つ

い
て

（
手
続
き
期

間
の

短
縮

に
よ

る
農

業
者

の
利
便
性
向
上
）

九
州
地
方

知
事
会
（

大
分
県
）

平
成
3
0
年

７
月
1
0
日

内
閣
府
地
方
分
権
改
革
推
進
室
ヒ
ア
リ
ン
グ
資
料

重点番号13：農地中間管理事業に係る制度の見直し（九州地方知事会（大分県））
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